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費　　　　　　　　　目

01款 議会費  (単位　　円)

 01項 議会費　　　  

  01目 議会費　　 

280,754,708 円

○市議会広報事業　　　  　　　　　　　　　　　    　  5,135,293 円円

　・市議会だよりを年4回発行（各定例会後）

発行部数 164,300 部

印刷製本費 3,149,711 円

　・本会議のＴＶ中継を実施（ＣＡＴＶ35ch、市民課ロビー他）

機器操作委託料 771,750 円

　・市議会ホームページにより議会情報と本会議会議録を提供

検索データ作成委託料 255,892 円

検索システム借上料 930,000 円

○本会議

開催状況 (単位　日､人)

実時間

日

数

人

数

　５月臨時会 1 1

　６月定例会 15 6 4 17

　９月定例会 22 6 4 14

　11月定例会 15 7 5 19

　２月定例会 23 7 5 16

76 27 18 66

議案審議状況 (単位　件)

　５月臨時会 4 1

　６月定例会 1 5 1 2 3 1 1 2

　９月定例会 6 10 14 2 1 1 5

  11月定例会 6  10 10  5  1  

　２月定例会 16 16 2 6 4 　  1

29 10 45 5 19 5 1 12 1 2 　 1 7

16

合 計 137

39

32

45

不

採

択

取

下

承

認

合　計

5

会  議  名

意

見

書

決

議

そ

の

他

そ

の

他

専

決

処

分

の

承

認

否

決

条

例

・

規

則

予

算

決

算

24:00

平成18年 2月23日　～ 　3月17日 25:52

合 計 99:13

平成17年11月24日　～  12月 8日

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

平成17年 9月 6日　～ 　9月27日 21:00

開

会

日

数

5,135,293

平成17年 5月17日 4:33

時間：分

会

期

日

数

会                 期

280,754,708

平成17年 6月 7日　～ 　6月21日 23:48

質 問

280,754,708

会  議  名

市 長 提 出 議 員 提 出 請 願 ･ 陳 情
選

挙

審

議

未

了

等

審

議

未

了

等

採

択

一

部

採

択

条

例

人

事

案

件
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○常任委員会･議会運営委員会･全員協議会 (単位　日､件)

6 3 9 3 3 4 10 2 2

3 3 6 1 1   2 2 2 4

6 4 10 4 4 5 1 14 1 2 3

3 3 6 5 5  10 1 3 4

11 8 19

1 4 5

1 1

31 25 56 13 13 9 1   36 4 9 13

○政務調査費補助金 円

　　市議会における市政に関する調査研究の推進を図るため、各会派に政

　務調査費の補助を行った。

02款 総務費 (単位　　円)

 01項 総務管理費

　01目 一般管理費

1,114,204,936 円  

○庁舎維持管理事業 円

　　庁舎機能保持及び庁舎内外の秩序を維持するため、各種施設等の保守・

　管理業務を実施した。

○庁舎耐震補強整備事業 円

　　平成17年度から本館耐震補強工事を実施した（2年間）。

(単位　　円)

○公用自動車管理事業 円

○入札・契約制度の改善

　　入札制度の改善を図るため、入札制度改善検討特別部会を設置して、

　検討を行った。

　　入札の事務処理の効率化及び入札参加者の経費縮減、また入札の透明

　性及び競争性の向上を図るため、次の入札方式を実施した。

  債務負担設定事業については、上段[]：全体事業費、下段：本年度事業費

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

本館耐震補強工事 [129,979,500] 鉄骨ブレース及びＲＣ補強壁
による耐震補強工事[H17.18債務負担] 50,000,000

95台

使用台数（中型）使用台数（小型）

平成17年度 67台 6台 22台

1,039,065,936

　　公用車の集中管理（32台）により、車両管理体制の充実に努め、経費

　の削減及び安全性の確保等を図った。更に中型バスの稼働率の向上と共

　に公用委託バスの活用を図った。

1,114,204,936 3,032,000 38,200,000 33,907,000

102,477,465

50,000,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

4,326,173

合 計

文 教 消 防 委 員 会

福 祉 厚 生 委 員 会

経 済 建 設 委 員 会

議会改革検討特別委員会

議 会 運 営 委 員 会

全 員 協 議 会

総 務 委 員 会

請

願

陳

情

そ

の

他

委 員 会 名

委 員 会
開 催 日 数
開

会

中

閉

会

中

合

計

委員協議会
開 催 日 数

付 託 件 数

予

算

合

計

合

計

決

算

条

例

開

会

中

閉

会

中

18,601,269

4,660,950円

　　・電子入札　　　　　　　　　　15件

　　・制限付き一般競争入札　 　　　3件

　　・工事希望型指名競争入札　　   4件

使用台数（総計） 委託料総計委託バス 使用台数（大型）
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○行政評価推進事業 円

　　効率的な行政運営のため、民間経営の「企画→実施→点検→改革改善」

　のマネジメント（経営）サイクルを取り入れるべく、平成15年度から行政

　評価システムを導入した。平成17年度は、評価システムの習得度向上のた

　め職員研修会14回（延べ225人参加）に加え、個別ヒアリングを実施した。

　評価数･･･577事務事業、評価主体･･･各主管課・室（事業所管部署）

  02目 人事管理費 (単位　　円)

679,326,108 円

○行政機構と職員配置

　　平成18年3月31日現在の状況は､次のとおりである｡

(単位　人)

○採用･退職

　　平成17年度における職員の増減状況は､次のとおりである｡

(単位　人)

　平成17年度末職員数には平成18年3月31日付退職者22人を含む｡(　)内は部局間の異動人数

80,930

市 債
決　算　額

(38)
995 920 20 36 △ 16 904

合　　　　　計
(38)

120 119 3 4 0 119
消防機関の職員

(1)

(1)
4 3 0 0 0 3

農業委員会の事務部局の職
員

(1)

(1)
5 5 0 0 0 5

監査委員の事務部局の職員
(1)

6 0 0 0 0 0
選挙管理委員会の事務部局
の職員

(23)
241 204 5 10 △ 18 186

教育委員会の事務部局及び
教育機関の職員

(10)

(1)
7 7 0 0 0 7

議会の事務部局の職員
(1)

(12)
612 582 12 22 2 584

市長の事務部局の職員
(24)

69 36 904

部 局 名
条 例
定 数

平成16年度末
職 員

採 用 退 職
差 引
増 減

平成17年度末
職 員

合　　　計 514 166 119

0 0 3

消防機関の職員 0 0 119 0 0 119

農業委員会の事務部局
の職員 3 0 0

0 0 0

監査委員の事務部局の
職員 5 0 0 0 0 5

選挙管理委員会の事務
部局の職員 0 0 0

0 0 7
教育委員会の事務部局
及び教育機関の職員
(1部　6課1室)

78 25 0 69 14 186

議会の事務部局の職員 6 1 0

教 員
そ の 他 の
職 員

計

市長の事務部局の職員
(8部(1事務所) 37課
1室)

422 140 0 0 22 584

部 局 名 事 務 吏 員 技 術 吏 員 消 防 吏 員

そ の 他

679,326,108 842,318

国 ・ 県 支 出 金

678,483,790

特　　定　　財　　源
一 般 財 源
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○平均年齢･平均勤続年数･平均給料

　　市職員の平成18年3月31日現在の平均給料等は､次のとおりである｡

(単位　人､円)

44 歳 5 ヶ月 21 年 9 ヶ月

43 歳 9 ヶ月 20 年 0 ヶ月

43 歳 6 ヶ月 21 年 9 ヶ月

48 歳 11 ヶ月 27 年 4 ヶ月

44 歳 6 ヶ月 21 年 11 ヶ月

27 歳 6 ヶ月 2 年 2 ヶ月

43 歳 10 ヶ月 21 年 1 ヶ月

○職員の懲戒処分

　　平成17年度における処分件数は､次のとおりである。

○職員研修事業 円

　・集合研修 (単位　人､日)
　

　

　 ゴミ収集業務体験研修

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　

民間における接遇、接客サービスへの取り組み
方、「顧客満足」の考え方について学ぶ

接遇サービス向
上研修 248 4 全職員

パソコンの基礎知識の習得及びExcel，Word等の
操作技術習得

人事考課研修 73 1 課長補佐級職員 人事考課制度の考え方と仕組みを学ぶ

情報戦略推進研
修 74 9 全職員

市民からのクレームに適切に対応できる職員の
育成を図る

ＣＳ型自治体の
実現研修 15 2 勤続15年～20年程度

の一般職員
ＣＳの本質と意義を理解し、顧客満足型経営の
実現に向け、チャレンジする人材の育成を図る

クレーム対応力
向上研修 19 2 窓口職場のある係長

級以下の職員

ホスピタリティマインドあふれるコミュニケー
ション能力を身に付ける

ＯＪＴリーダー
養成研修 8 2 新規採用職員を指導

する職員
新規採用職員に対する職場研修について、具体
的な指導技術の習得を図る

接遇研修 25 2 勤続2年目程度
の一般職員

市職員としての基本姿勢の取得及び近隣自治体
との人的ネットワーク構築

メンタルヘルス
研修 64 1 係長職員

一般職員
うつ病に対する正しい知識と対処法を学び、ま
たストレスとの上手な付き合い方を考える

新規採用予定職
員事前研修 23 2 平成18年度採用

予定職員

人事評価（考課）の考え方と実際を学び、人材
マネジメント能力の向上を図る

プロジェクト支
援研修 15 5 各階層職員

各階層の役割を認識し､企画立案､プレゼンテー
ションの方法

管理者研修 15 2 課長級職員

管理者補佐としての役割・使命についての認識
を深める

新任課長研修 7 2 新任課長級 管理者としての必要な知識・役割について学ぶ

新任課長補佐研
修 7 3 新任課長補佐級

マーケティング手法を活用した自治体経営

監督者研修 21 2 新任係長級
新任監督者の職場内での職責を認識し、リー
ダーとしての能力向上を図る

上級職員研修 21 2 勤続12年目程度
の一般職員

地方自治制度､地方公務員制度

中堅職員研修 21 2 勤続8年目程度
の一般職員

創造性開発とキャリアデザイン

初級職員研修 19 3 勤続3年目程度
の一般職員

主要事業、高齢者疑似体験、普通救命講習　外

　　〃　(Ⅲ部・後期) 17 2 平成17年度新規
採用職員

接遇フォロー､公務員としての自覚と責任意識向
上

　　〃　(Ⅱ部）　　　　　　　　　　　　13 2 平成17年度新規
採用職員

〃
(清掃業務体験研修) 5 9 平成17年度新規

採用職員

人　数 0 0

地方公務員としての心構え､接遇､服務､給与外
新規採用職員研
修(Ⅰ部) 18 5 平成17年度新規

採用職員

8,096,474

研 修 名 人 数 日 数 対 象 内 容

0

合         計 904 361,072

区　分 戒　　　告 減　　　給 停　　　職 免　　　職

0

計 868 368,114

そ の 他 の 職 員 36 191,267

吏

員

技 術 166 349,100

消 防 119 358,501

教 育 69 409,158

平 均 給 料

事 務 514 370,971

職 名 人 員 平 均 年 齢 平均勤続年数
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・海外派遣 (単位　人)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　・静岡県自治研修所 (単位　人､日)
人
数

日
数

　 １ 4

1 3

１ 3

管理者戦略研修 １ 2

行政の危機管理講座 １ 2

1 3

情報の処理と文章化技術講座 １ 2

１ 3

１ 2

１ 2

1 3

0 2

１ 3

　・市町村職員中央研修所 (単位　人､日)
人
数

日
数

１ 10

１ 10

1 10

2 2

　・経営戦略セミナー (単位　人､日)
人
数

日
数

1 4 課長級職員

　・２１世紀職業財団研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

1 3 係長級～課長級女性職員
女性マネージャーのためのグ
レードアップワークショップ

管理職に求められる行動要件の
取得

スルガビジネススクールMBA講座
2005

総合的視野にたった分析能力、
意思決定能力等の養成

研　　修　　名 対 象 内 容

国民保護法制セミナー 担当職員
国民保護のしくみと市町村計画
作成のﾎﾟｲﾝﾄ

研　　修　　名 対 象 内 容

市町村税徴収事務 担当職員･係長級
市町村税徴収担当職員として必
要な専門知識の習得を図る

広報広聴 担当職員･係長級
広報広聴事務に関する専門知識
の習得

研　　修　　名 対 象 内 容

住民税課税事務 担当職員･係長級
住民税課税担当職員として必要
な専門知識の習得を図る

費用便益分析講座 一般職員
複数の政策を評価するための調
査分析スキルの習得

コミュニケーション講座 一般職員
円滑で効率的なコミュニケー
ション技術の習得

交渉力養成講座 一般職員
円滑な交渉に必要な知識と技法
の習得を図る

ワークショップのファシリテー
ター養成講座

一般職員
ワークショップ等におけるファ
シリテーターの養成

ディベート講座

一般職員
必要な情報を見つけ、市民が納
得するような文章力を身につけ
る

政策形成能力向上のための技法
習得講座

一般職員
政策形成能力向上のための技法
の習得

一般職員
説得力向上､論理的思考能力･話
し方技術の習得

部課長の職にある職員
管理者に求められる危機管理に
ついての理解を深める

政策法務講座Ⅱ（応用編） 一般職員
条例･規則の意義の理解､立法技
術の習得

プレゼンテーション能力向上講
座

一般職員
施策や事業を市民に効果的に説
明する能力を養う

部課長の職にある職員 管理者の戦略

マーケティング技法講座 一般職員
マーケティングに関する基礎知
識の習得

職場研修リーダー養成講座 講師予定者
職場研修の意義を理解し、その
進め方を習得する

森林療法

研　　修　　名 対 象 内 容

欧州グリーンツーリズ
ム・農村環境調査団

1
フランクフルト､ﾊﾞｰﾄ・ｳｪｰﾘｽﾌｫｰﾌｪﾝ
シュトゥットガルト、チューリヒ、
ベルン、パリ

H17.11.７～
H17.11.16(10日間)

コ ー ス 名 人 数 研 修 先 期 間 研 修 テ ー マ
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・快適都市創造研修 (単位　人)

　・民間企業派遣研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

6 3 一般職員

　・４市３町合同研修（東部広域都市づくり研究会職員研修部会主催研修） (単位　人､日)
人
数

日
数

5 3 一般職員

5 3 一般職員

　･静岡県市職員研修協議会東部１０市合同研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

コミュニケーション力研修 3 2 一般職員

　･全日本建設技術協会研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

1 4 一般職員

○自己啓発支援

　・通信教育研修受講補助 (46件　749,530円)　

　　通信教育研修修了者（含放送大学修了者）に対し､受講料を補助した｡

　　（上限　20,000円）

　・自主研究グループ活動補助　(4件　165,000円)

　　学校栄養士研究会ほか3グループの自主研究活動に対し､補助金を交付

　　した。

○安全衛生管理事業 円

　・定期健康診断

　　職員（嘱託、臨時等職員含む。）の健康管理と疾病予防を目的に､次の

　ような健康診断を実施し､異常が認められた者には所要の診療を受けるよ

　指導した｡

政策法務研修

第509回技術講習会　施工の管
理・検査と工事の安全

建設技術の向上や知識の習得

11,809,487

コミュニケーション力の向上

研　　修　　名 対 象 内 容

条例立案能力向上

研　　修　　名 対 象 内 容

研　　修　　名 対 象 内 容

政策形成研修 政策形成技法の習得

派遣先 対 象 内 容

株式会社イトーヨーカ堂三島店
民間企業のコスト意識、サービ
ス精神を学ぶ

菜の花プロジェクト先進地事例視察及び行政に
おける森林施業や里山保全活動とのかかわり方
に係る一考察

1 秋田県鹿角郡小坂町
秋田県山本郡藤里町

H18.3.22～3.23　(2日間)

アダプトプログラムと歩行禁煙先進
都市における街並みづくり

2 宮城県仙台市 H18.2.16～2.17（2日間）

歴史文化を活かしたまちづくり～埋蔵文化財・
建造物等文化財の保存と活用状況～ 2 大分県臼杵市

佐賀県神埼郡三田川町
H17.11.8～11.10（3日間）

歴史的資源を活かしたまちづくり 2 栃木県足利市・栃木市 H17.9.27～9.28（2日間）

都市景観を活かしたまちづくり 2 京都府京都市 H17.9.6　（1日）

新エネルギー政策視察研修 1 岩手県岩手郡葛巻町 H17.9.1～9.2（2日間）

研修テーマ 人数 研修先 期間
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　人)

  03目 文書管理費 (単位　　円)

          25,983,435 円

○ファイリングシステムの維持管理事業 円

　　スムースな文書の検索を確保するための文書管理方法として、ファイ

　リングシステムを平成8年度から導入しており、その定着及び継続を図

　るため､平成17年度も引き続き維持管理を実施した｡

　　ファイリングシステムコンサルタント委託　　1,690,500円

○情報公開制度の実施事業 円

　　市政運営の公開性の向上を図るために情報公開制度を平成9年11月から

　実施しており､平成17年度は開示請求が9件、開示申出が4件あった｡

　　なお、同年度中に情報公開審査会を1回開催した。

○保存文書のマイクロフィルム化事業 円

　　永年保存文書のマイクロフィルム撮影を行った。

　　マイクロフィルム撮影委託　　           　4,599,226円

○個人情報保護制度の実施事業 円

　　市民の基本的人権の擁護を図るために個人情報保護制度を平成13年1月

　から実施しており、平成17年度は開示請求が12件あった。

　　なお、同年度中に、個人情報保護審議会を2回開催し、個人情報保護審

　査会は不服申立てがなかったため開催しなかった。　

○例規検索システム及び法令検索システムの実施事業

　　例規及び法令の迅速な検索の実現のため、平成13年度に導入した庁内

　LAN対応の例規検索システム及び法令検索システムのデータ更新を行った。

　　平成17年度中の更新回数…例規検索システム4回､法令検索システム4回

○条例･規則等 (単位　件)

57

合 計 39 131 12 182

そ の 他 の 規 程 17 33 7

50

規 則 10 63 2 75

条 例 12 35 3

4,599,226

118,669

区 分 新　設 改　正 廃　止 計

25,983,435

2,594,845

89,180

25,983,435

ＶＤＴ作業が連続１時間以上の職員
を対象に実施

決　算　額
財　　源　　内　　訳

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

Ｖ Ｄ Ｔ 検 査 49 0

血 液 ･ 尿 ･ 心 電 図 検 査 1,198 859

胸 部 レ ン ト ゲ ン 検 査 907 0

腰 痛 検 査 51 4 特に腰部に負担がかかる業務に従事
する職員を対象に実施

共済組合と共同実施（嘱託、臨時等
職員は市単独実施）

胃 レ ン ト ゲ ン 検 査 443 26
主として40歳以上の職員を対象に、共済
組合と共同実施（嘱託、臨時等職員は市
単独実施）

主として40歳以上の職員、新規採用職員
及び社会福祉施設等勤務職員を対象に実
施

項 目 名 受 診 者 数
異常が認め
ら れ た 者

備 考
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  04目 広報費　　　　　　　　　　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (単位　　円) 　

          83,744,941 円

○「広報みしま」による広報事業 円

　　毎月1日･15日に発行(1･5･8･12月は1日号のみ)年間20回｡臨時号1回。

　創刊以来、通算971号になった｡

　　　印刷製本費　　　　　　　　　　　 　22,634,379 円

　　　配布手数料　　　　　　　　　　 　　15,845,200 円

○市民カレンダーによる広報事業 円

　　「ふるさとを歩く～史跡・箱根旧街道西坂を訪ねて～｣を写真で構成、

　通算39年目を迎え、環境に配慮した両面印刷で、42,000部発行した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ○コミュニティ放送広報事業 円

　　ＦＭみしま・かんなみが放送する｢三島市からのお知らせ｣(毎週月～

　金曜日に10分番組を3回・5分番組を2回､土･日曜日に10分番組を2回)で､

　市政及び市に関連した行事等のお知らせをした｡

　　　コミュニティ放送広報事業委託　 　　14,700,000 円

○市勢要覧 「ざ・みしま」広報事業 円

　　市内外の人に三島市の概要を知っていただくため、2,000冊を印刷・

　発行した。

　　　市勢要覧印刷　　  　　　　　 　　 　　595,350 円

○有線テレビ広報事業 円

　　さくらチャンネル（三島市専用35チャンネル）で、みしま広報室（10

　分間）、10分番組（暮らしに役立つ情報）、30分番組（市政情報･イベ

　ント･名所旧跡紹介などの特集）､トピックス番組（1週間の出来事）を

　午前5時から午前1時まで放映、深夜は文字放送を行った。

　　　「みしま広報室」番組制作委託       　1,995,000 円

　　　10分番組制作委託         　　       1,176,000 円

　　　30分番組制作委託 　                 1,708,875 円

　　　トピックス番組制作委託 　     　　 　　945,000 円

○みしまめぐり

　　5つのコースを設定し、5回実施、計94人が参加した。

　　各コース別では、｢農業見学コース」14人、｢せせらぎコース｣12人､

　「エコライフコース」13人、「柿田川水源コース」28人､

　「史跡めぐりコース｣27人が参加した。

　　このほか、小学生を対象とした社会科見学を10回（294人）と、障害者

　団体の庁舎見学会を1回（23人）行った。

○市単独事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　 円

　　　三島市自治会連合会補助金     　 　　2,250,000 円

　　　自治会活動保険補助金  　　   　 　　2,809,050 円

  05目 市民相談室費 (単位　　円)

 

           3,077,334 円

3,077,3343,077,334

595,350

8,496,580

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

83,692,941

39,237,123

3,191,055

14,700,000

83,744,941 52,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

5,059,050
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市民相談事業 円

　・相談受付件数 (単位　件)

　

　・相談内訳の内訳 (単位　件)

　内　容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　

 

○市民広聴事業 円

　・要望等受付件数 (単位　件)

　・市民意識調査

　　対　　象　三島市在住の満20歳以上の男女2,000人

　　抽出方法　単純無作為抽出

　　調査方法　郵送調査

　　調査期間　平成17年7月15日～29日　

　　有効回収　 972人(回収率　48.6%)

　　テーマ　　居住環境・総合計画・広報事業

　・市長と語る市民ふれあいトーク

　　開催日　　平成17年4月4日～20日

　　実施地区　市内6地区で9回実施

　　参加者　　延べ543人(うち女性117人)

　・女性と市長のいきいきトーク

　　開催日　　平成17年10月27日～11月11日

　　場  所  　中郷文化プラザ､生涯学習センター､錦田公民館､北上公民館

　　参加者　　187人

106 110 4 250

声のポスト

66

合　　計

243

種　別

16年度

17年度

一 般 投 書

30

12

要 望 書 市 民 提 案

159

421

1,351,158

435

48 93 6

17年度 648

66

648合 計 411

市長相談

4

1

217

一　般　相　談

そ の 他

種　別

16年度

合　　計

1,009

1,266421

相続登記相談

129

158

税 務 相 談

30

38

15

戸 籍 関 係 4 20 1 1

契 約 0 42 32

11

保 証 5 20 10 10

家 庭 内 問 題 13 30 13

11

親 子 関 係 9 18 2 8

損 害 賠 償 5 10 22

79

相 隣 関 係 15 32 8 10

婚 姻 ･ 離 婚 32 48 98

33

不 動 産 関 係 31 59 25 43

借 地 借 家 5 12 40

66

金 銭 貸 借 47 71 56 68

相 続 ･ 贈 与 ･ 遺 言 28 43 62

法　律　相　談

年度 平成16年度 平成17年度 平成16年度 平成17年度

種別

1,441,490

一般相談

411

法律相談

435
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費　　　　　　　　　目

  08目 財産管理費 (単位　　円)

           4,493,735 円

○ 普通財産処分状況

・ 普通財産として処分した主な土地 (単位  ㎡,円)

  09目 企画費　　　　 (単位　　円)

          37,137,974 円

○第3次三島市総合計画等推進事業 円

　・第3次三島市総合計画後期基本計画策定作業

 第3次三島市総合計画後期基本計画（平成18～22年度）及び実施計画

（平成18～20年度）を策定した。

　第3次三島市総合計画書（後期基本計画書）作成　　1,000部

○伊豆ナンバー創設促進事業

　・伊豆地域の観光振興と地域活性化を図るため、平成11年度から三島市

　　ほか11市町で取組んできた伊豆ナンバーの創設促進活動が実を結び、

　　平成18年10月10日に伊豆ナンバーの導入が決定した。

○旧三島測候所跡地保存事業

　・市民から保存活用の要望が出ている旧三島測候所について、取得の是

　　非、取得する場合の跡地の用途、取得面積等について検討するため、

　　旧三島測候所跡地利活用調査特別部会が設置され、協議の結果、施設

　　を含む約1,000㎡の敷地を平成18年度予算で取得することが決定された。

○三島駅南北自由通路推進事業

　・三島駅南北自由通路を整備し、市民や駅利用者の利便性の向上を図る

　　ため、平成18年2月13日に三島駅南北自由通路推進協議会が設立され、

　　自由通路設置構想等について、検討協議をおこなった。

○企業立地推進事業

　・新たな税収の確保や雇用創出を図るため、静岡県東京事務所へ職員を

　　派遣し、企業進出情報等の収集に努めると共に、企業立地の可能性の

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○公有財産の管理

　　市有財産の適正な管理と効率的な利活用を図るため、｢公有財産台帳管

　理システム｣の整備に取り組んだ。

4,493,7354,493,735

決　算　額

　　現在、約16,000筆及び約690棟のデータ整理と入力作業を完了した。

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

37,137,974 6,721,000 5,214,000 25,202,974

3,990,278

一 般 財 源
国・県支出金 市　　債 そ　の　他

特　　定　　財　　源

所　在　地 地　目 面　積 売 払 金 額

3,441,930

三島市字城山4060-1　外1筆 公園 31.92 3,351,820

三島市安久322-5 用悪水路 74.02

三島市字城山4060-4　外2筆 公園 125.79 13,307,800

合　　計 231.73 20,101,550
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　検討、企業誘致用地の選定等の支援をおこなった。

　　また、企業誘致に向け支援措置の検討をおこなった。

○広域行政

　・駿豆地区広域市町村圏協議会（三島市ほか7市4町）

　　　広域市町村圏計画を策定することを目的としている協議会。

　　 （平成17年度に第4次駿豆地区広域市町村圏計画実施計画書作成）

　　　住民票及び印鑑証明の相互発行（開始　平成11年11月１日～）

　　　圏域内の自治体の公共施設の予約システムを稼動（平成16年度開始）

　・静岡県東部地方拠点都市地域整備推進協議会（三島市ほか3市3町）

　　　地方拠点法に基づく地方拠点都市地域の一体的な整備の推進、地域

　　　振興・発展及び事業の円滑な推進を図ることを目的に設置された

　　　協議会で、平成17年度にホームページを開設した。

　・富士箱根伊豆交流圏市町村ネットワーク会議（三島市ほか35市町村）

　　　静岡県・神奈川県・山梨県の3県にまたがる市町村が、圏域の自然環 

　　　境、歴史、文化等を活かし守りながら連携して交流を進めることで、

　　　人が集まり活気あふれる圏域を形成することを目的に平成12年度に

　　　設置された会議。

　　　平成17年度の第6回サミットにおいて「災害時相互応援に関する基本

　　　合意宣言」が採択された。

○平和都市推進事業 円

　　8月を「平和都市推進月間」と位置付け、広島市平和祈念式中学生派遣

　事業、パネル展、市民映画会、街頭啓発、サイレン吹鳴、懸垂幕等の掲

　示を実施した。

○国・県支出金を伴う事業費補助金 円

　・地区集会所新設補助金

　　富士ビレッジ集会所改築　6,823,000円（うち県補助金3,411千円）

  　並木自治会館新設　6,620,000円（うち県補助金3,310千円）

○市単独事業費補助金 円

　・山車新造資金等補助金　3件　5,200,000円

　　南本町高台町内会　外2件

　・地区集会所施設整備補助金　19件　6,966,000円

　　大場町内会　外18件

○その他各種補助金 円

　（財）自治総合センターコミュニティ助成金　4件　5,200,000円

　　芙蓉台自治会（祭典用機材等）　外3件

  10目 国際交流推進費 (単位　　円)

           12,225,552 円

○姉妹都市公式訪問団派遣事業 円

　　小池　政臣市長を団長に公募した市民と共に5月9日～15日まで麗水市　

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

500,270

13,443,000

12,225,552

1,019,887

　を公式訪問(団員55人)

12,225,552

12,166,000

5,200,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容
 　　 　ロウ　 ヨウセイ

　　楼　陽生 麗水市人民代表大会常務委員会主任や麗水市長を表敬訪問、

　花園中学校訪問、開発区視察等を実施し友好を深めた。

○外国籍市民相談事業 円

　・外国籍市民相談窓口業務の実施

　　スペイン語･ポルトガル語毎週金曜日8時30分～17時15分

○外国語コミュニケーション推進事業 円

　・初心者のための中国語会話講座

　　　9月8日～11月17日(週1回全10回)
 　　　　　　　　　　　フ　　ズイブン

　　　講師：巫　瑞文　氏　  受講者：18人

　・ＡＬＴリレー講座

　　　10月18日～11月29日(週1回全7回)

　　　講師：三島市のＡＬＴ　7人　受講者：35人

○姉妹都市青少年交流事業 円

○姉妹都市公式訪問団受入事業 円

　　　ピーター･テンネント市長を団長にニュープリマス市公式訪問団が　

○市単独事業費補助金 円

　  国際交流協会補助金　　　　　　　　3,321,000円

　活動状況

　・夏期語学講座

　　　7月26日～8月23日(週3回全12回)　

　・パサディナ市からの研修生受入(1人)

　・国際交流フェア

1,036,150

　　相談件数内容：371件 行政･医療･税金･保険･教育･住居･言葉･福祉

相談者数：333人(スペイン語　170人　ポルトガル語　154人  外)

　・外国籍市民法律･生活相談会

　実施日　6月26日(日)13時30分～16時　相談者9人(6カ国)相談件数13件

　　対応言語　　ポルトガル語･スペイン語･タガログ語･英語･中国語

105,000

1,017,950

　・姉妹都市・ニュープリマス市へ小･中学生派遣

　　　3月20日～28日　指導員2人

　　　事前研修：5回、事後研修：1回

　・友好都市･麗水市へ中学生派遣

　　　3月19日～3月26日　指導員2人

　　　事前研修：6回、事後研修：1回

　・フレンドシップ2005受入事業(三島ーパサディナ青少年交流事業）

　　　8月12日～8月18日まで中･高生9人を受入れ（指導員1人）三島市の

　　　青少年と共に習字･浴衣着付け等日本文化に触れ、三島夏まつりの

　　　農兵節パレードにも参加し交流を深めた。

190,500

　　5月18日から21日まで来島（団員27人）

　　　小池市長表敬訪問、市立小･中学校の視察やせせらぎルートの散策等

　　を通し友好を深めた。

3,321,000

　　　受講生：英語35人・ハングル18人・中国語9人・スペイン語8人

　　　7月21日～8月25日まで研修生は市内の一般家庭にホームステイし

　　　日本の生活を体験し、又英会話講座の講師として市民と交流を深めた。

－52－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　10月23日　　場所：日本大学国際関係学部8号館

　　　世界の文化・料理・トークラリーや日本文化の紹介等外国籍市民等

　　　との交流を深めた。

  ・第42回　姉妹都市親善英語スピーチコンテスト

　　　11月3日　　参加者：中学生　14人　高校・大学・一般　5人

　・日本語の教え方講座

　　　9月2日～12月2日　午前　10:00～11:30(全13回)　　受講者15人

　・外国籍市民との新春交流のつどい

　　　1月29日　参加者193人(うち外国籍市民は18カ国　81人)

　・情報誌の発行

　　　第49号　　 6月15日　　　　第50号　　9月15日

　　　第51号　　12月15日　　　　

　　　第52号　　3月15日　(市内全世帯に配布)

　・国際理解教育（市内小中学校他)　

　　　9月13日、9月27日、10月26日

　・英会話サークル　通年　学習者：25人

　・日本語サークル　通年　学習者：34人

　　　登録制・外国籍市民への日本語指導活動

○その他各種補助金 円

　・パサディナ市派遣研修生補助金　　　　　200,000円

　　　8月5日～9月2日まで大学生2人を研修生として派遣。

　　　約1ヶ月間ホームステイをしながら、アメリカの一般家庭の生活

　　　体験や語学習得を通し交流を深めた。

　・ニュープリマス市派遣研修生補助金　　1,500,000円

　　　3月19日～3月27日まで小中学生14人及びスピーチコンテスト中学

　　　生の部優勝者1人計15人を研修生として派遣。

　　　現地の小中学校への通学やホームステイを体験し、英語や異文化に

　　　触れ同世代の青少年との交流を深めた｡

　・麗水市派遣研修生補助金　　　　　　　　582,250円

　　　3月19日～3月26日まで中学生7人を研修生として派遣。

　　　「日中友好学校-花園中学校」の寮に寄宿し、学校生活を共にし、

　　　異文化に触れ同世代の青少年との交流を深めた。

  11目 街中がせせらぎ推 (単位　　円)

  　　 進費

         109,328,023 円

○街中がせせらぎ事業 円
　　｢住みたい街｣､｢歩きたい街｣を目的に､｢水｣､｢緑｣､｢歴史･文化｣をキー

　ワードに回遊ルートを軸とした周辺整備をすることを通して、市民と

　の対話と協働で事業の企画段階から事業施行、維持管理までパートナー

　シップによるまちづくりを推進する。平成13年度のＪＲ三島駅南口駅前

　広場修景整備を手始めに平成17年度まで推進した。

2,282,250

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

109,328,023 17,153,000 76,600,000 15,575,023

97,943,050

－53－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容
　総事業費　1,370,566,000円（平成13年度～平成17年度）

　　街中がせせらぎキャンペーン業務委託　 円

　　水の仕掛け設置等業務委託 円

　　ＪＲ三島駅南口駅前広場清掃業務委託 円

　　ＪＲ三島駅南口駅前広場循環設備点検業務委託 円

　　街中がせせらぎ実施設計業務委託 円

　　ＪＲ三島駅南口駅前広場樹木等管理業務委託 円

　　街中がせせらぎ事業案内サイン設置業務委託 円

　・工事請負費 （単位　円）

○街中がせせらぎ小さな博物館事業 円

　　三嶋暦師の館は、室町時代に関東方面まで広く使われていた三嶋暦を

　通して、郷土の歴史文化の学習の場と共に、街中がせせらぎ事業に伴う

　回遊ルート上の一服処や三島市のＰＲを行う場として活用する。

　また、三嶋暦師の館ではボランティアの語り部が案内する。

来館者数：4,947人

　　三嶋暦師の館警備業務委託 円

　　三嶋暦師の館維持管理業務委託 円

○せせらぎ大使事業 円

　　大岡信氏や大西信行氏など、三島に縁のある著名人が「せせらぎの街･

　三島」を全国にＰＲする。

○市単独事業費補助金 円

　・街中がせせらぎ推進事業補助金 円

　　街中がせせらぎ事業の景観の形成に寄与する「街の水の仕掛け」を設

　　置する者に補助した。

　・グラウンドワーク三島事業費補助金 円

　　市民、企業、行政のパートナーシップにより身近な地域改善活動を行

　　う事業運営を維持するために補助した。

　・ホタル育成事業補助金 円

　　ホタルの育成を通じて、ホタルの住む自然環境の創出を図った。

4,000,000

7,350,000

997,500

630,000

2,835,000

180,600

3,229,800

事　　業　　名 事業費 事　業　の　概　要

源兵衛川プロムナード（梅花藻の里周辺）修景
整備工事 14,136,150

石張舗装・自然色舗装・通行路
デッキ・埋込サイン修景整備

桜川プロムナード（水上通り）修景整備工事 6,447,000
自然色舗装・擬木手摺改修・橋
名プレート修景整備

三島田町駅周辺修景整備工事 19,054,350
石張舗装・自然色舗装・埋込サ
イン修景整備

源兵衛川プロムナード（水の苑緑地）修景整備工事 5,512,500 デッキ改修・案内板修景整備

楽寿園駅前口修景整備工事 16,640,400
溶岩石張・柵工・高木植栽・照
明灯・サイン修景整備

源兵衛川プロムナード（分水施設）修景整備工事 2,205,000 擬木植込枠修景整備

合　　　　　　　　　　　　計 63,995,400

2,582,899

154,245

1,834,560

301,074

8,301,000

6,660,000

1,458,000

183,000

－54－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　12目 男女共同参画費 (単位　　円)

　　　  　  799,826 円

○男女共同参画推進事業     円

　　男女共同参画に対する市民の意識を高揚するため、地域に出向き、固

　定的な役割分担意識にとらわれない男女の多様な生き方・働き方の啓発

　や、問題解決の手掛かりを提供し、これらについての学習の場を設ける

　ために出前講座を実施した。

　　・男女共同参画出前講座

　　　　保育園・幼稚園での開催　3園　　　　 参加者　188人

　　・男女共同参画絵本づくり講座　　　　　　参加者 　40人

  14目 検査管理費 (単位　　円)

519,826 円

(単位　件)

　

　

○　年度別工事検査状況 (単位　件､点)

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

799,826 4,500

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

795,326

799,826

519,826

備　　考
締 結 通 知 書

工 事 請 負 契 約
完成検査

519,826

土 木 課 46 45

○　課別検査実施状況

             項目
  課別

債務負担行為1件

建 築 住 宅 課 20 11 債務負担行為9件

都 市 整 備 課 6 6

下 水 道 建 設 課 58 56 繰越明許1件、契約解除1件

都 市 計 画 課 － －

下 水 道 管 理 課 － －

水 道 工 務 課 35 34 繰越明許1件

せせらぎ事業推進課 1 1

電線類地中化推進課 4 4

水 と 緑 の 課 3 3

防 災 課 1 1

農 政 課 10 10

検 査 件 数 評 点
契 約 件 数

生 活 環 境 課 － －

合　　　　計 184 171

        種別
年度別

債務負担行為10件、繰越明許2件、
契約解除１件

249

中間・出来形 債務・繰越

77.10147 19

備 考
完 成 平均点

14 75.54213 108

平成１３年度 270 契約解除2件

平成１４年度 241 221 113 20 75.42

契約解除4件

平成１６年度 192 182 96 9 77.07 契約解除1件

平成１５年度 231

171 119 12 76.25 契約解除1件平成１７年度 184

－55－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○　工事別評点 (単位　社､件､点)

点

点

点

点

点

  15目 情報管理費 (単位　　円)

          5,280,562 円

○事務事業のＯＡ化事業 円

　  各種事務システムや、庁内ネットワーク（ＭＩＳ）の開発・保守に取り

　組み、事務の効率化及びペーパーレス化を図った。

　　利用者に配慮したホームページ作りを目指し、トップページのリニュー

77.00

77.60

76.25

－

－

79.00

－

－

77.00

－

77.60

76.61

77.00

75.00

大 工 －

業 種 名 請 負 社 数 工 事 件 数 平 均 点 工 事 成 績 の 採 点 基 準

土 木 一 式 40 111

77.71建 築 一 式 5 7

75.81

－

15

施工管理 15

施工体制

－

工程管理 20

50出 来 形

左 官 － － －

合　　計 100

石 － － －

と び ・ 土 工
・ｺﾝｸﾘｰﾄ 3 3 75.33

屋 根 － － －

電 気 3 5

管 9 18

タイル・れん
が・ブロック － － －

鋼 構 造 物 － － －

鉄 筋 － － －

舗 装 2 3

浚 渫 － －

板 金 － － －

ガ ラ ス － － －

塗 装 3 3

防 水 － －

内 装 仕 上 － － －

機械器具設置 1 2

熱 絶 縁 － －

電 気 通 信 2 2

造 園 2 2

さ く 井 － －

建 具 － －

水 道 施 設 9 15

清 掃 施 設 － － －

消 防 施 設 － － －

そ の 他 － － －

合 計 79 171

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

5,280,562

4,491,390

　アル及び課ごとの情報発信体制の整備や、ホームページコーディネーター

　の研修を行った。

5,280,562

　・ホームページ研修（ＦｒｏｎｔＰａｇｅ）

　　　平成17年8月30日～9月29日

－56－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　　　Ａ～Ｄの4コース（各3時間×4回）計64人

　・インターネット接続料 円

　・開発用パソコン等機器リース料 円

　・ＬＧＷＡＮサービス提供設備保守委託 円

　・ホームページ管理運営支援業務委託 円

○ＩＴ推進事業 円

　　外部講師によるＩＴ推進リーダー養成のための研修や幹部クラス職員

　・ＩＴ推進リーダー研修(Ａｃｃｅｓｓ)

　　　平成17年10月12日～平成18年2月17日(3時間×16回)　計11人

　16目　市民活動推進費

          17,708,919 円

○市民活動センター管理事業　 円

　　三島本町タワー4階　平成17年4月開所

　　市民活動センター会議室等の利用　12,684人/年間

　　本町子育て支援センターの利用　17,349人/年間

　　ふるさと歴史・文学コーナー　　

　　　三島にゆかりのある文豪をパネルで紹介

○市民活動推進事業　 円

　　ＮＰＯ・ボランティア活動を推進するため、ＮＰＯ・ボランティア団

　体に市民活動センターの利用登録を呼びかけ、登録団体へ情報の提供や

　活動の支援を行った。また、市民からボランティアについての相談を受

　けた。

　・平成17年度末利用登録団体数　150団体

　・市民活動センター利用者数　12,684人/年、相談者数　313人/年

　・ＮＰＯ・ボランティア出前講座　小学校6校、16講座、講師5人と1団体

　　を派遣、延べ1,184人が受講した。

○市単独事業費補助金

　・地域通貨流通事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　450,000 円

　　地域コミュニティの再生と活性化のためのツールとして、エコマネー

　　の普及活動をしている三島エコマネー実行委員会に補助金を交付した。

  21目 退職手当基金積立 (単位　　円)

       金

       194,223 円

○退職手当基金積立金　                            　　196,037 円円

　　職員の年齢構成を見ると、平成19年度以降多額の退職手当の支出が予

　測されることから、将来にわたる健全な財政運営を確保するため、平成

　14年度から基金の積み立てを実施している。

・積立金の状況 （単位　円）

549,990

280,416

　情報セキュリティ研修を実施した。

396,648

3,173,052

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

194,223

平 成 16 年 度 末
基 金 現 在 高

平成17年度積立額 平成17年度取崩額
平 成 17 年 度 末
基 金 現 在 高

194,223 194,223

300,287,351 194,223 0 300,481,574

6,144,791

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

17,637,719

3,299,720

340,200

71,200

決　算　額

17,708,919

－57－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 徴税費 (単位　　円)

  02目 賦課費

          74,773,603 円

○市税等の課税状況(現年度課税分) (単位　円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                　

　 　　

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　

○納税義務者の状況 (単位　人､社)

税率 税率

税率 税率

　（市民税・軽自動車税：課税状況調　固定資産税：年度当初調定額）

○人口・世帯・納税義務者別の状況 (単位　円)

　（個人市民税：課税状況調、固定資産税：年度当初調定額、人口、世帯は各年1月1日現在

　　17年113,550人　44,108世帯、16年113,206人　43,522世帯）　

　　

○固定資産評価審査委員会審査申出件数　

○固定資産税課税資料整備事業 円

　・土地家屋現況図経年異動データ更新業務委託　 円

　・標準宅地不動産鑑定評価業務委託　 円

  ・土地評価資料分析業務委託　 円

　・航空写真撮影業務委託　 円

  ・家屋評価計算等パソコン使用料　 円

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

73,844,473

税 目 平 成 17 年 度 予 算 額
調 定 額

平 成 17 年 度 平 成 16 年 度

74,773,603 929,130

市 民 税 6,770,444,000 6,995,270,120 6,537,842,042

固 定 資 産 税 6,494,026,000 6,704,072,435 6,621,242,528

軽 自 動 車 税 133,656,000 134,595,100 129,350,200

市 た ば こ 税 680,030,000 638,673,755 660,832,576

都 市 計 画 税 1,181,295,000 1,208,878,300 1,195,582,067

合 計 15,259,451,000 15,681,489,710 15,144,849,413

区　　　分 平成17年度 平成16年度

市
民
税

個　　人 52,385 51,166

法　　人

3,183 3,152

14.5% 291 14.5% 288

12.3% 2,892 12.3% 2,864

1人当たり

固定資産税 38,689 38,148

軽自動車税 32,659 32,278

1人当たり

区　　分

平成17年度 平成16年度
人口 1世帯 納税義務者 人口 1世帯

1人当たり

納税義務者

個人市民税 49,326 126,984 106,920 46,662 121,374 103,242

当たり 1人当たり 当たり

58,084 151,083 172,366

・平成17年度 1件

固定資産税
(交付金を除く） 58,865 151,541 172,767

・平成16年度 0件

38,761,836

11,896,500

4,775,400

4,284,000

11,907,000

5,898,936
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  03目 徴収費 (単位　　円)

         71,735,905 円

○収納状況 (単位　円､％)

 

A

    ※ 但し､特別土地保有税徴収猶予に係る調定額 123,359,750円を 

　　　除いた収納率 A は 92.14％となる｡

○納税貯蓄組合

　･納税貯蓄組合 (単位　件､世帯)

○年度別不納欠損額調 (単位　円､件)

71,735,905

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

収 入 済 額 収納率

71,735,905

税　　目 区　分 予　算　額 調　定　額

市 民 税

現年分 6,770,444,000 6,995,270,120

計 6,831,886,000 7,598,253,405

6,871,668,299 98.23

滞繰分 61,442,000 602,983,285 58,001,479 9.62

6,929,669,778 91.20

固定資産税

現年分 6,494,026,000 6,704,072,435 6,570,726,849 98.01

滞繰分 87,222,000 451,540,160 74,644,002 16.53

計 6,581,248,000 7,155,612,595 6,645,370,851 92.87

軽自動車税

現年分 133,656,000 134,595,100

計 134,846,000 146,548,700

131,304,150 97.55

滞繰分 1,190,000 11,953,600 1,284,800 10.75

132,588,950 90.47

市たばこ税

現年分 680,030,000 638,673,755 638,673,755 100.00

滞繰分 1,000 0 0 0.00

計 680,031,000 638,673,755 638,673,755 100.00

特 別 土 地保
有税

滞繰分 1,000,000 165,044,292 1,200,000 0.73

計 1,000,000 165,044,292 1,200,000 0.73

都市計画税

現年分 1,181,295,000 1,208,878,300

計 1,196,961,000 1,290,206,737

1,184,710,518 98.00

滞繰分 15,666,000 81,328,437 13,444,386 16.53

1,198,154,904 92.87

合　計

現年分 15,259,451,000 15,681,489,710 15,397,083,571 98.19

滞繰分 166,521,000 1,312,849,774 148,574,667 11.32

計 15,425,972,000 16,994,339,484 15,545,658,238 91.48

区  分
平 成 15 年 度 平 成 16 年 度 平 成 17 年 度

組合数 世　帯　数 組合数 世　帯　数 組合数 世　帯　数

地域別の組合 120 1,084 104 917 91 838

勤務先の組合 2 13 2 13 2 13

合    計 122 1,097 106 930 93 851

平 成 15 年 度 平 成 16 年 度 平 成 17 年 度

個 人
金 額 55,000,298 54,918,016 52,083,338

市

民

税

件 数 2,637 3,119 2,552

法 人
金 額 7,030,462 3,777,800 4,414,961

件 数 61 76 76

計
金 額 62,030,760 58,695,816 56,498,299

件 数 2,698 3,195 2,628

                      年度
   区分
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○滞納整理(臨戸･夜間休日納付納税相談)

(単位　世帯､人)

　･徴収税目及び金額 (単位　件､円)

（午後5時15分～午後7時30分）を、第4日曜日に休日納税相談及び

納税窓口（午前9時～正午）を開設し、収納率の向上に努めた。

                      年度
   区分

平 成 15 年 度 平 成 16 年 度 平 成 17 年 度

固定資産税
都市計画税

金 額 61,525,754 33,774,749 44,610,228

件 数 883 870 861

軽自動車税
金 額 1,552,900 1,537,300 1,251,250

件 数 651 534 425

特別土地保
有税

金 額 1,510,800 2,525,100 0

件 数 1 2 0

合 計
金 額 126,620,214 96,532,965 102,359,777

件 数 4,233 4,601 3,914

区   分

滞納整理

業 務 内 夜   間 休   日 合   計

世 帯 人 数 世 帯 人 数 世 帯 人 数 世 帯 人 数

滞
納
者
と
接
触

完 納 9 9

分 納 誓 約 0 0

そ の 他 1 1

5 5 9 9 23 23

一 部 納 付 24 26 8 8 14 14 46 48

納 付 約 束 1 1 0 0 0 0 1 1

3 3 0 0 3 3

来 庁 依 頼 0 0 2 2 0 0 2 2

交渉進展無 0 0 2 2 1 1 3 3

1 1 0 0 2 2

小 計 35 37 21 21 24 24 80 82

内　　　容
現　年　度　分 滞 納 繰 越 分 合　　　　計

件数 金　　　額 件数 金　　　額 件数

市 ･ 県 民 税
普 徴 29 292,550

特 徴 216,850

金　　　額

25 438,550 54 731,100

法 人 市 民 税 2 100,000 2 63,400 4 163,400

4 7 40,000 11 256,850

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

16 327,050 31 863,500 47 1,190,550

軽 自 動 車 税 4 10,250 0 0 4 10,250

小　　　　計 55 946,700 65 1,405,450 120 2,352,150

国 民 健 康 保 険 税 35 388,924 20 359,776 55 748,700

1,765,226 175 3,100,850合　　　　計 90 1,335,624 85

　平成17年8月より毎月第2･第4金曜日に夜間納税相談及び納税窓口
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　･特別臨戸徴収

他課応援職員による特別臨戸徴収 (単位　日､人)

○嘱託徴収員(2人）による臨戸訪問 (単位　世帯､人､日)

(単位　件､円)

717,150 197 2,722,150

合 計 582 8,806,666 82 991,450 664 9,798,116

国民健康保険税 142 2,005,000 55

108,000 139 2,913,116

軽 自 動 車 税 97 359,900 1 1,000 98 360,900

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

136 2,805,116 3

165,300 230 3,801,950

法 人 市 民 税 0 0 0 0 0 0

市 ・ 県 民 税 207 3,636,650 23

合　　計

件数 金額 件数 金額 件数 金額

　･徴収税目及び金額

内　容
現 年 度 分 滞 納 繰 越 分

6,207

実 　日 　数 385 2 0 387

5,026 5,086

合      　計 6,122 6,196 11 11 0 0 6,133

8 8 0 0

29

そ の 他 20 21 0 0 0 0 20 21

33 34

転居先不明 29 29 0 0 0 0 29

0 0 0 0

4,107

表 札 な し 24 24 0 0 0 0 24 24

849 871

不在差置き 4,068 4,104 3 3 0 0 4,071

5 5 0 0
滞
納
者
と
接
触
で
き
ず

伝 言 依 頼 844 866

居 所 不 明 33 34

小 計 5,018 5,078

84

小 計 1,104 1,118 3 3 0 0 1,107 1,121

0 0 0 83そ の 他 83 84 0

48

交渉進展無 1 1 0 0 0 0 1 1

0 0 0 48来 庁 依 頼 48 48 0

323

納 付 約 束 493 504 3 3 0 0 496 507

157 158

一 部 納 付 322 323 0 0 0 0 322

世帯 人数

滞
納
者
と
接
触

完 納 157 158 0 0 0 0

世帯 人数 世帯 人数

区   分

臨 戸 滞 納 整 理 の 計

業 務 内 夜   間 休   日 合   計

世帯 人数

平 成 17 年 5 月 16 日 ～ 20 日 平成 17年 10月 25日～ 28日

参
加
状
況

課   名 日数 参加職員数

財 政 課 3 3

検 査 課 2 2

部   名 日数 参加職員数

課 税 課 5 20 財 政 部 2 3

環境市民部 2 3

管財用地課 5 5 民 生 部 1 2

経 済 部 1 2

国保年金課 5 10 総 務 部 1 2

収 税 課 5 10 まちづくり部 1 2

建 設 部 1 2

合 計 25 50 合 計 9 16

内
訳

訪問世帯数 624 訪問世帯数 257

滞 納 者 数 641 滞 納 者 数 276

徴収件数･税額 40 413,300 徴収件数･税額 8 128,100

・報酬等
　平成17年度嘱託徴収員2名　　                             3,297,016円
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費　　　　　　　　　目

 03項 戸籍住民基本台帳費 (単位　　円)

  01目 戸籍住民基本台帳費

         173,138,314 円

○戸籍関係

　・本籍数及び本籍人口 (単位　件､人)

　

 

 

　・届出事件数 (単位　件)

○住民基本台帳関係

　・住民基本台帳人口及び世帯数 (単位　人､世帯)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　・届出事件数 (単位　件)

　・人口及び世帯数の推移(各年3月31日現在)

種　　別 平成18 年 3 月末

         種別
 年度

出 生 転 入 転 居

20 △ 46 85 △ 56

72 2,277 14,590

増 減 数 35 △ 59 △ 80 6 △ 23 6

843 3,626 105 996平 成 16 年 度 928 3,820 1,923

1,016 26 2,362 14,534

職 権
消 除

戸 籍
異 動

合 計

平 成 17 年 度 963 3,761 1,843 849 3,603 111

死 亡 転 出
国 外
転 出

変 更

43,463 523

人 口 112,392 112,130 262

43,986世 帯 数

平成17 年 3 月末 増 減 数

666

△ 42 98 152 29 45増 減 数 9 52 35

1,184 711

平 成 16 年 度 1,321 1,000 1,338 830 1,324 5,813 1,155

合　計 新戸籍編製
戸 籍 全 部
消 除

平 成 17 年 度 1,330 1,052 1,373 788 1,422 5,965

出　生 死　亡 婚　姻

本 籍 人 口 106,526 105,976

転　籍 その他
            種別
 年度

550

本 籍 数 41,562 41,089 473

平成18 年 3 月末 平成 17 年 3 月末 増 減 数

173,138,314 3,254,000 55,217,000

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

114,667,314

種　　別

112,130

112,392111,707

111,373

111,074

110,839

110,266

110,067

109,686

109,018

108,168

107,171

106,545

106,033

106,052

43,986

43,463

42,853

42,295

41,772

41,145

40,524

40,019

39,439

38,623

37,801

37,069

36,408

35,897

35,494

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

人口

世帯

人・世帯

年
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○外国人登録関係

    　外国人登録人口    (単位　人)

○証明等交付件数 (単位　件)

　　名　　称 　有　料　分　 　無料・公用分 　　　　　計　

戸籍関係

住民関係

身分証明

印鑑証明

印鑑登録証交付

自動車臨時運行許可

外国人登録関係

広域住民関係

広域印鑑証明

住基ネット住民関係

　　　　　計

※

○公的個人認証サービスの実施

    住民基本台帳カードを所有する市民のうち、希望者に電子証明書の発

○住民基本台帳の一部の写しの閲覧等の制限

　　市民の個人情報の保護を図るため、平成17年6月27日「三島市住民基

　本台帳の一部の写しの閲覧等の制限に関する要綱」を制定し、公益性の

　高いもの等を除き、一般閲覧には応じないこととした。
　

 04項 選挙費 (単位　　円)

  02目 明るい選挙推進費

           1,735,529 円

○明るい選挙推進事業 円

　・三島市明るい選挙推進協議会推進委員会の開催

　　5月23日開催　　平成16年度事業結果報告､平成17年度事業計画案の審議

　・明るい選挙啓発ポスター･書写コンクール
（単位　件）

9月9日　審査会
9月21日～29日　優秀作品展示
10月1日　表彰式

　・新成人に対する啓発としてバースデーカードを郵送。

　・静岡県･静岡県東部明るい選挙推進協議会主催事業に参加。

ポ ス タ ー 141 24

書 写 260 36

735,529

1,680,529

区　　　分 応　募　数 入　選　数

1,735,529 1,000,000

住民関係のうち閲覧の件数は1,316件(有料233 無料1,083)である。

　

  行を行った。　発行件数　75件

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

24 24

159,811 9,958 169,769

住民基本台帳カード交
付 235 235

300 300

248 248

1,204 41 1,245

他課証明(市民課収納分) 521 521

4,653 4,653

903 0 903

1,056 53 1,109

55,924 162 56,086

28,526 2,780 31,306

66,217 6,922 73,139

160 104 347 1,518人 口 394 221 292

フィリピン ペ ル ー そ の 他 合 計国 籍 ブラジル 韓国・朝鮮 中 国
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  03目 県知事選挙費 (単位　　円)

           30,128,546 円

○県知事選挙執行事業 円

　告示　平成17年7月7日　選挙期日　平成17年7月24日

　静岡県知事選挙を執行した。

・投票率等

選挙当日有権者数

  04目 農業委員選挙費 (単位　　円)

         69,052 円

○農業委員選挙執行事業 円

　告示　平成17年7月3日　選挙期日　平成17年7月10日 定数　17人

平成17年7月11日の選挙会において、候補者17人の無投票による当選が決定

した。

  05目 衆議院議員選挙費 (単位　　円)

           33,749,761 円

○衆議院議員選挙執行事業 円

　告示　平成17年8月30日　選挙期日　平成17年9月11日

衆議院議員総選挙（小選挙区選出議員選挙、比例代表選出議員選挙）及び

最高裁判所裁判官国民審査を執行した。

・投票率等

小選挙区選出議員選挙（静岡県第5区）

選挙当日有権者数

比例代表選出議員選挙

選挙当日有権者数

63,316

69.96

63,307

70.01

投　　票　　率 （％） 68.82 71.05

投　票　者　数 （人） 30,358 32,958

（人） 44,112 46,385 90,497

区　　分 男 女 合　　計

投　票　者　数 （人） 30,356 32,951

投　　票　　率 （％） 68.88 71.09

（人） 44,069 46,354 90,423

14,739,684

区　　分 男 女 合　　計

33,749,761 33,749,761

69,052

20,952

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

69,052

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

37,548

投　　票　　率 （％） 41.37 42.76 42.08

投　票　者　数 （人） 17,961 19,587

（人） 43,415 45,810 89,225

14,105,766

区　　分 男 女 合　　計

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

30,128,546 30,128,546

決　算　額
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

最高裁判所裁判官国民審査

選挙当日有権者数

 05項 統計調査費 (単位　　円)

  01目 統計調査総務費

          12,978,762 円

○統計資料等の発行　　　　                

　　｢三島の統計2006｣　　　150部

○統計調査員確保対策事業の実施　　　　　　

  02目 指定統計調査費 (単位　　円)

           953,219 円

○指定統計調査事業   円

　・工業統計調査(指定統計第10号)　　　

　　［目的］製造業に属する事業所の事業所数、従業者数、製造品出荷額等

　　　　　　を調査して、工業の実態を明らかにする。

　　［調査対象及び調査員数］　製造業に属するすべての事業所

　　　　　　調査区　市内全域　指導員数　1人　調査員数　25人

  03目 国勢調査費 (単位　　円)

           48,145,936 円

○国勢調査事業   円

　・平成17年国勢調査（指定統計第1号）

    [目的] 我が国の人口，世帯，産業構造等の実態を明らかにし，国及び

           地方公共団体における各種行政施策の基礎資料を得る。

　　[調査対象及び調査員数]

　基準日（10月1日）時点で日本に住んでいるすべての人

　調査区　市内全域　指導員数　82人　調査員数　761名

　　[調査結果]

    要計表による人口（速報値）

世帯　43,423　　　人口　112,251

6,188,025

48,145,936 48,145,936

176,891

 【平成17年度に実施した主な指定統計】

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債

12,978,762 2,253,845

そ の 他

953,219 953,219

　　調査員の募集及び総会・講演会・視察研修等の開催

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

10,714,71710,200

61,924

68.48

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

投　票　者　数 （人） 29,645 32,279

投　　票　　率 （％） 67.27 69.64

（人） 44,069 46,354 90,423

区　　分 男 女 合　　計
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 06項 監査委員費 (単位　　円)

  01目 監査委員費

          53,064,140 円

○例月出納検査･定期監査･決算審査の状況

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                

○住民監査請求

〔受付年月日〕　平成17年7月15日　        　　〔請求人〕　4名

〔請求人への通知年月日〕　平成17年8月29日　　〔結果〕　棄却

〔請求内容〕
　区域・工期が重なる修景工事と整備工事を同一業者が請け負う2件の

契約について、共通経費部分の減額調整を求める。

随 時 監 査 平成18年3月3日
郵券等の管理状況

(地方自治法
第199条第5項)

　　　～3月24日

(地方自治法
第233条第2項)

平成17年7月6日
一般会計､特別会計､基金の運用状況

(地方自治法
第241条第5項)

　　　～8月5日

決 算 審 査 平成17年5月18日
公営企業会計(水道事業)

(地方公営企業法
第30条第2項)

　　　～7月6日

財政援助団体等監査 平成17年5月17日
静岡県東部地区ＳＯＨＯ推進協議会

(地方自治法
第199条第7項)

　　　～6月１日

(工 事 監 査) 平成17年12月21日
都市整備課、電線類地中化推進課

　　　～12月22日

平成18年1月25日 都市計画課､都市整備課、土木課、建築住宅課、建
築指導課、水道営業課、水道工務課、下水道管理
課、下水道建設課　　　～2月17日

平成17年12月22日 農政課､商工振興課､楽寿園、観光推進室、農業委
員会事務局、生涯学習課、図書館、文化振興課、
スポーツ振興課～平成18年1月20日

定 期 監 査 平成17年11月24日 水と緑の課、防災課、地域安全課、せせらぎ事業
推進課､電線類地中化推進課、教育総務課、学校教
育課、小学校７校(地方自治法

第199条第4項)
　　　～12月16日

平成17年10月21日 健康増進課、福祉総務課､児童福祉課､障害福祉
課、長寿介護課、出納室、消防管理課､消防予防
課､消防署､議会事務局　　　～11月18日

平成17年9月22日 環境企画課､生活環境課、市民課、国保年金課、財
政課、管財用地課、課税課、収税課､検査課、行政
課、政策企画課、人事課、秘書課、広報広聴課、
情報システム課、選挙管理委員会事務局　　　～10月19日

例月出納検査 毎月20日から
一般会計､特別会計､基金の運用状況､水道事業会計

(地方自治法
第235条の2第1項)

10日以内

53,064,140

監 査 の 種 類 実　施　期　日 監 　　 査  　　対  　　象

53,064,140

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

－66－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 07項 諸費 (単位　　円)

  01目 交通安全対策費

         318,514,967 円

○駐輪対策事業 円

　・三島駅北口､南口､広小路の3箇所の有料自転車等駐車場の管理運営を

　　シルバー人材センターに委託し､自転車等の利用率の向上を図った｡

　・駐輪街頭指導を実施するとともに､放置禁止区域における放置自転車

　　の撤去を実施し､放置自転車の一掃に努めた｡

○交通安全施設整備事業 円

　　カーブミラー設置　　　　　37 基

　　カーブミラー補修・撤去　　73 基

　　路面表示等設置・補修　　　14 箇所

○交通安全教育指導事業 円

　・交通安全思想の普及推進

　　　幼児に対する交通安全教育の推進　

　　　　幼児交通安全クラブ､交通安全母の会への研修等を実施した。

　　　　「幼児交通安全対策研修会」

　　　　　開催日　平成17年8月4日（木）

　　　　　場　所　大仁市民会館

　　　　　参加者　約30人

　　　　「お母さんのための自転車指導講習会」を開催した。

　　　　　開催日　平成17年11月8日（火）

　　　　　場　所　中郷文化プラザ

　　　　　参加者　約90人

　　　学校における交通安全教育の推進

　　　　｢交通安全リーダーと父母と交通安全を語る会｣の開催

　　　　　5月～7月に市内全小学校（14校）で実施した。

　　　高齢者に対する交通安全教育の推進

　　　　老人会を中心に夜光反射タスキを配布｡寿大学や各老人クラブ

　　　　会合等で、夜間交通事故防止実践教室を開催した。

　　　地域住民に対する交通安全教育の推進

　　　　各季の交通安全運動における一斉街頭広報･地域交通安全教室等を

　　　　開催した。

　　　　「一斉街頭広報」

　　　　　実施日　平成17年 4月 6日（水）・ 7月11日（月）

　　 　　　　　　　　 　　 9月21日（水）・12月15日（木）

　　　　　参加者　合計約1,000人

　・交通安全運動の実施

　・交通事故０の日

　　毎月10日､20日､30日に運動の周知徹底を図るため､のぼり旗等の掲出

　　により街頭での指導を実施した。

秋 の 全 国 交 通 安 全 運 動   9月21日～ 9月30日

年 末 の 交 通 安 全 県 民 運 動  12月15日～12月31日

春 の 全 国 交 通 安 全 運 動   4月 6日～ 4月15日

夏 の 交 通 安 全 県 民 運 動   7月11日～ 7月20日

132,492,667

49,507,461

7,055,372

5,503,492

318,514,967 135,654,000 50,368,300

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

－67－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・自転車の交通安全対策

　　自転車利用者に対し、交通ルールとマナーの徹底を図るため､街頭にお

　　ける指導､広報活動を推進するとともに、中学生に自転車の安全な乗り

　　方のリーフレットとサイクルカラーを配布及び小学生の交通安全子ど

　　も自転車大会の開催や､家族と学ぶ自転車マナーアップ教室を開催した。

　　　「街頭指導」

　　　　実施日　平成17年4月 7日（木）・ 5月20日（金）

　　　　参加者　合計約80人

　　　「交通安全子ども自転車大会」

　　　　開催日　平成17年5月21日（土）

　　　　場　所　函南町体育館

　　　　参加者　三島警察署管内11小学校　44人

　・交通安全用品の配布

　　児童生徒の交通事故防止と交通安全意識の高揚を図るため､新小学1年生

　　に黄色いヘルメットや交通安全絵読本を､6年生には交通安全リーダー

　　ワッペンとリーダー手帳を､新中学1年生には夜光腕章をそれぞれ配布

　　した。

　　　配布数

　　　　黄色いヘルメット　　　　　1,170個

　　　　交通安全絵読本　　　　　　1,150冊

　　　　交通安全リーダーワッペン　2,300枚

　　　　リーダー手帳　　　　　　　1,150冊

　　　　夜光腕章　　　　　　　　　　150個

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ○交通事故撲滅キャンペーン事業 円

　・交通事故撲滅市民の会

　　交通事故の撲滅を目指し､交通安全意識の高揚と市民を交通事故から守

　　り、安全で明るく住みよい街づくりの推進を目的に､自治会長により組

　　織された交通事故撲滅市民の会が街頭広報等を積極的に実施した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ○交通対策事業 円

　・自主運行バス運行委託　　　5,423,000円

　　三島駅玉沢線の一部が廃止路線になったため、交通弱者の救済を目的と

　　して、バス事業者と委託契約し、バスの自主運行を実施した。

　　（翌年度に委託料の1/2の県費補助がある）

○北上地区循環交通事業 円

　・平成17年4月から約1年間、三島市自主運行バス「きたうえ号」の

　　試験運行を実施するにあたり関係機関との協議、利用促進のＰＲ、　

　　運行業務委託等を行った。（年間運行日数350日、乗車人数23,695人）

　　　　旅　費　　 　　34,500円

　　　　需要費　　　　420,715円

　　　　委託料　　　3,226,901円（試験運行のみ国庫補助1/2あり）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ○防犯灯維持管理事業 円

　・防犯灯の効率のよい整備・維持管理を行うことで夜間の歩行者の安全

　　確保を図った。

　　　平成17年度　新規　47基　移管　2基　修繕　1,260基

　　　平成18年3月31日現在　6,553基設置済

　　　　光熱水費　27,286,657円

　　　　修繕料　　 8,760,117円

36,046,774

　　　　　　　　　　　　7月15日（金）・10月20日（木）

545,582

5,574,380

3,682,116

－68－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○防犯灯維持管理補助金 円

　　商店街が管理する防犯灯電気料金の1/3の補助を20商店会に行なった。　

○ユニバーサルデザインバス事業補助金 円

　　バス事業者１社に対し､3台分の超低床ノンステップバス購入費の一部

　を補助した｡

○循環バス運行事業補助金 円

　　高齢者や自動車を運転しない市民の交通手段としてのバスの利用促進

　と公共施設や観光施設への交通の利便性の確保及び中心市街地の活性化

　を図るため、当事業を実施する事業者を支援した。

運行実績 (単位　　人)

利用者数

○不採算バス路線維持補助金 円

　　バス事業者より県生活交通確保対策協議会に対して、申し出のあった

　不採算路線の存続について協議した結果、平成16年度運行分の経常損

　益の欠損額の2/3を補助した。

　　　大場・社会保険病院線　欠損額1,908,000円×2/3＝1,272,000円

○三島駅北口自転車等駐車場整備事業 円

　　都市計画道路下土狩文教線の整備に伴い面積が約1/4減少した三島駅

　北口自転車等駐車場を立体駐輪場として整備するため、都市再生整備

　事業（まちづくり交付金）を活用し、土地開発公社からの用地買戻し

　及び建物の設計委託を実施した。
(単位　　円)

債務負担設定事業については、上段［］：全体事業費、下段：本年度事業費

  02目 諸費 (単位　　円)

         338,421,371 円

○公共施設用地（県立三島南高等学校跡地）借地事業 円

　　平成13年度に県立三島南高等学校が三島市大場へ移転し、その跡地を

　暫定的な南二日町広場として利用しているため引き続き借地契約を継続

　している。

　　地権者　4人　　借地面積　10,007.51㎡

※全体面積 32,040.52㎡（9,692.25坪） うち三島市取得済 22,033.01㎡（取得率約69％）

○国民保護対策事業 円

　国民保護法が平成16年9月17日に施行され、地方公共団体はその区

域における国民の保護のための措置を総合的に推進する責務を有する

こととなった。それに伴い、平成17年度は条例の制定や関連事項の整

備を進めた。

履行期間
Ｈ17.8.10～Ｈ18.1.30

25,965,252

事業概要

294日 9本/日5.8 52.5

運行本数

せせらぎ号 52,870 6.6

1,272,000

鉄骨造3階建　2,490.60㎡

購入面積　1,416.70㎡

141,110,063

なかざと号 15,429

303,856,371338,421,371 1,000,000 33,565,000

49,220

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

144.9 365.0 22本/日

　　　　市街地循環バス　  せせらぎ号  3社

　　　　中郷地区循環バス　なかざと号  1社　

　 １便平均 １日平均 運行日数

1,574,000

999,460

20,342,000

事　業　名

公有財産購入費

設計業務委託料

三島駅北口自転車等駐車場建設工事
［Ｈ17・18債務負担］

事 業 費

134,049,106

6,090,000

［202,272,000］
0
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

円

　　行政事務の効率化、住民サービスの向上等をめざして、伊豆市及び伊

　豆の国市と共同運営をしている三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算セン

　ター協議会と協力し、次のようなシステムの推進を行った。

・機器の保守管理

　コンピュータ本体や各課に配置されている端末の保守と管理

・電算機の処理・運用　

　税の計算や住民への各種通知書、台帳作成等の処理、運用

・三島市庁内ネットワークの充実及び業務へのパソコン利用の推進

・稼動オンラインシステム一覧

　住民基本台帳､国民年金､印鑑登録､児童手当､老人医療､　

　個人市民税､法人市民税､固定資産税､軽自動車税､国民健康保険税､

　税証明､市営住宅､健康管理､上下水道料金､財務会計､介護保険等

　　・各部門の実施業務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

身体障害者等施設入所者負担金､心身障害者扶養共済掛金､診療報酬明細書の
打出し

254,259,000

予防接種､住民検診、乳幼児医療受給者証等

ス ポ ー ツ 振 興 課 公共施設予約管理（体育施設）

選 挙 管 理 委 員 会
事務局

定時登録名簿､永久選挙人名簿､有権者統計

農業委員会事務局 農家台帳

学 校 教 育 課 学齢簿､入学通知書

図 書 館 図書館蔵書管理

生 涯 学 習 課
成人式名簿、留守家庭児童館指導料
公共施設予約管理（生涯学習センター、公民館）

文 化 振 興 課 公共施設予約管理（市民文化会館）

下 水 道 管 理 課 下水道使用料賦課及び収納管理､受益者負担金管理､各種統計

教 育 総 務 課 幼稚園保育料及び入園料管理

出 納 室 財務会計､ＯＣＲ、債権債務者管理、備品管理

水 道 営 業 課 上水道料金賦課及び収納管理､検針管理等

土 木 課 道路占用料､河川占用料、土木積算システム、土木設計積算システム

建 築 住 宅 課 市営住宅使用料及び駐車場使用料管理

情 報 シ ス テ ム 課 三島市庁内ネットワーク

水 と 緑 の 課 墓園管理料

収 税 課
個人･法人市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税の収納及び滞納管
理、口座振替管理等

人 事 課 給与計算､給与口座振込､統計､予算資料等

管 財 用 地 課 光熱水費支出管理、電話料支出管理、契約管理、業者(実績)管理

課 税 課
個人市民税､法人市民税､固定資産税(償却資産含む)､都市計画税､軽自動車税､
取得税･保有税資料､賦課調定資料等

農 政 課 農業者年金管理、農林土木積算システム

財 政 課 財務会計､起債管理等

　　三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算センター協議会負担金

長 寿 介 護 課 資格記録管理、受給者管理、保険料管理、給付管理等

○事務の近代化

児 童 福 祉 課 児童手当､児童扶養手当、保育園料金等

主　　た　　る　　業　　務

市 民 課 住民記録､印鑑登録､外国人登録､戸籍事務、住基ﾈｯﾄﾜｰｸ等

国 保 年 金 課
国民健康保険証､国民健康保険税､老人医療受給者証､台帳､国民年金資格管理
等

健 康 増 進 課

利 用 部 門

福 祉 総 務 課
敬老の日名簿､寿名簿､高齢者アンケート資料

－70－



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・協議会の市町村別総負担金額と専任職員数 (単位　円､％､人)

○防犯対策事業 円

　・三島市暴力団追放推進協議会

　　防犯まちづくり、暴力団追放、交通安全(交通事故・暴走族撲滅)、

　　覚せい剤撲滅､青少年健全育成（非行防止・いじめゼロ）等の運動を

　　統合し、より力強い運動を展開するため､｢第15回三島市明るく住み

　　　開催日　平成17年7月1日（金）

　　　場　所　三島市民文化会館　　大ホール

　　　参加者　約800人

　　　内　容　大会宣言

　　　　講　演　特定非営利活動法人　日本ガーディアン・エンジェルス

　　　　　　　　　　理事長　小田　啓二　氏

　　　　演　劇　劇団「母子草」

　・青色回転灯防犯パトロール

　　青色回転灯を搭載したパトロール車により市内全域のパトロールを行

　　い街頭犯罪の抑止に努めた。

　・子ども向け防犯冊子の作成

　　子どもが登下校時や外で遊ぶときなどに気をつけなければならない事

　　項をまとめた冊子を作成し、市内全保育園・幼稚園・小学校の園児・

　　児童に配布した。

○地域防犯活動事業費補助金 円

　　自治会をはじめとする地域が主体となった防犯活動を実施する団体に

　対し、県と協働で活動費の補助を行った。

 　（市1,400,000円、県1,000,000円）

 　 交付団体：4団体　北小学校区安全・安心連絡会

　　　　　　　　　　　　　　　　中郷小学校区安全会議

　　　　　　　　　　　　　　　　向山小学校区安全会

　　　　　　　　　　　　　　　　長伏小学校区安全会議

○三島市育英奨学金貸付事業 円

　　経済的理由により修学に困難がある生徒・学生90人（平成17年度新規

　貸与大学生等21人、高校生6人を含む）に、学資の貸付を実施した。　

　・三島市育英奨学金貸付金 円35,328,000

100.0% 16

770,751

市 町 村 負 担 金 負 担 金 割 合 専 任 職 員 数

合 計 621,725,000

23.7% 4伊 豆 市 147,095,000

伊 豆 の 国 市 137,699,000 22.1% 4

三 島 市 336,931,000 54.2% 8

　　よい街をめざす市民大会｣を実施した｡

2,400,000

35,386,249

－71－
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